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伴走支援型特別保証制度の改正

「２.現状認識」の課題について
「５.具体的なアクションプラン」を講じる

「改選目標指標」には「３.財務
分析」の④EBITDA以外から記載

３月決算で計画書の記入日がＲ５年４月
の場合は、計画１年目はＲ６年３月期

将来目標及び計画を定めることでビジョンを明確化した上で、
中小企業者と金融機関による対話のもと現状把握及び期中
での目線合わせを適切に行う（照会回答事例集問５－９）

全債権の年間償還額

同額内借換の場合の記入例
資金使途：既存債務の決済資金
資金効果：返済の見直しによる資金繰りの安定


